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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第７期

第１四半期
連結累計期間

第８期
第１四半期
連結累計期間

第７期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (百万円) 94,699 100,149 391,931

経常利益 (百万円) 8,720 7,825 28,431

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 7,205 4,926 19,953

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 8,060 5,277 25,321

純資産額 (百万円) 170,295 186,484 188,607

総資産額 (百万円) 1,439,636 1,554,713 1,592,483

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 97.60 66.73 270.28

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 93.56 63.97 259.10

自己資本比率 (％) 11.8 11.8 11.7

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

（リース・割賦・ファイナンス・その他）

平成27年４月１日をもって、みちのくリース株式会社の株式を一部譲渡したため、同社は連結子会社から持分法適

用関連会社へ異動しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

本項には将来に関する事項も含まれておりますが、当該事項は当四半期報告書提出日現在において当社グループが

判断したものであります。

　
(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済・金融政策もあり、引き続き緩やかな回復基

調を維持しております。また、世界経済は、米国では緩やかな回復傾向にありますが、欧州における債務問題の展

開、中国の成長鈍化などが懸念され、今後の動向が注目されております。

このような環境下、当社グループでは前連結会計年度より開始した「変革と挑戦」をテーマとする中期経営計画

（2014-2016）に沿って、顧客とのリレーションシップの強化、グローバルビジネスの推進、サービスソリューショ

ン機能提供の拡充など、様々な経営課題に対処しつつ事業を展開してまいりました。

この結果、当第１四半期連結累計期間における契約実行高は前年同期比11.4％増の1,159億円となり、営業資産残

高は前期末比2.6％減の1兆4,145億円となりました。

また、売上高は前年同期比5.8％増の1,001億円、営業利益は前年同期比7.5％減の79億円、経常利益は前年同期比

10.3％減の78億円、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同期比31.6％減の49億円となりました。

　
セグメントの業績は次のとおりであります。

① リース

リース事業では、契約実行高は前年同期比22.6％増の757億円となり、営業資産残高は前期末比2.9％減の8,881

億円となりました。また、売上高は前年同期比5.3％増の832億円、セグメント利益は前年同期比9.0％増の64億円

となりました。

② 割賦

割賦事業では、契約実行高は前年同期比22.6％増の123億円となり、営業資産残高は前期末比7.1％減の1,420億

円となりました。また、売上高は前年同期比5.2％増の109億円、セグメント利益は前年同期比29.1％減の4億円と

なりました。

③ ファイナンス

ファイナンス事業では、契約実行高は前年同期比26.2％減の233億円となり、営業資産残高は前期末比1.2％減

の3,713億円となりました。また、売上高は前年同期比16.6％増の32億円、セグメント利益は前年同期比46.5％減

の19億円となりました。

④ その他

その他の事業では、契約実行高は前年同期比784.6％増の44億円となりました。また、売上高は前年同期比12.0

％増の27億円、セグメント利益は前年同期比100.3％増の13億円となりました。

　
(2) 財政状態

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前期末比377億円減少して1兆5,547億円となりました。純資産は、前期

末比21億円減少の1,864億円、自己資本比率は前期末比0.1ポイント上昇し11.8％となりました。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

　
(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 168,000,000

第Ⅰ種種類株式 16,000,000

第Ⅱ種種類株式 50,000,000

第Ⅲ種種類株式 16,000,000

計 250,000,000

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成27年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 32,415,296 32,415,296 非上場・非登録

当社の発行する全部の普
通株式について、会社法
第107条第１項第１号に
定める内容(いわゆる譲
渡制限)を定めており、
当該株式の譲渡又は取得
について取締役会の承認
を要する旨(一部除外規
定あり)を定款第10条に
おいて定めております。
単元株式数は100株であ
ります。 (注１)

第Ⅰ種種類株式 4,077,528 4,077,528 非上場・非登録

当社の発行する全部の第
Ⅰ種種類株式について、
会社法第107条第１項第
１号に定める内容(いわ
ゆる譲渡制限)を定めて
おり、当該株式の譲渡又
は取得について取締役会
の承認を要する旨(一部
除外規定あり)を定款第
10条において定めており
ます。単元株式数は100
株であります。 (注２)

第Ⅱ種種類株式 33,448,582 33,448,582 非上場・非登録

当社の発行する全部の第
Ⅱ種種類株式について、
会社法第107条第１項第
１号に定める内容(いわ
ゆる譲渡制限)を定めて
おり、当該株式の譲渡又
は取得について取締役会
の承認を要する旨(一部
除外規定あり)を定款第
10条において定めており
ます。単元株式数は100
株であります。 (注３)

第Ⅲ種種類株式 3,883,500 3,883,500 非上場・非登録

当社の発行する全部の第
Ⅲ種種類株式について、
会社法第107条第１項第
１号に定める内容(いわ
ゆる譲渡制限)を定めて
おり、当該株式の譲渡又
は取得について取締役会
の承認を要する旨(一部
除外規定あり)を定款第
10条において定めており
ます。単元株式数は100
株であります。 (注４)

計 73,824,906 73,824,906 ― ―
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(注) １．普通株式は完全な議決権を有し、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２．第Ⅰ種種類株式の内容は以下の通りであります。

[残余財産の分配]

当社は、残余財産（その種類を問わない。以下同じ。）を分配するときは、第Ⅰ種種類株式の株主（以下

「第Ⅰ種種類株主」という。）または第Ⅰ種種類株式の登録株式質権者（以下「第Ⅰ種登録株式質権者」と

いう。）に対し、第Ⅱ種種類株式の株主（以下「第Ⅱ種種類株主」という。）または第Ⅱ種種類株式の登録

株式質権者（以下「第Ⅱ種登録株式質権者」という。）、第Ⅲ種種類株式の株主（以下「第Ⅲ種種類株主」

という。）または第Ⅲ種種類株式の登録株式質権者（以下「第Ⅲ種登録株式質権者」という。）及び普通株

式の株主（以下「普通株主」という。）または普通株式の登録株式質権者に先立ち、第Ⅰ種種類株式１株に

つき、3,445円に当社設立時における発行済第Ⅰ種種類株式の数を乗じた金額に当社設立後発行された第Ⅰ

種種類株式の払込金額の総額を加えた金額を、分配時における発行済第Ⅰ種種類株式の数で除した金額

（以下「第Ⅰ種優先残余財産分配額」という。）の金銭を支払う。第Ⅰ種種類株主または第Ⅰ種登録株式質

権者に対しては、上記のほか、残余財産の分配は行わない。

[議決権]

第Ⅰ種種類株主は、株主総会における議決権を有しない。

[議決権を有しないこととしている理由]

資本増強にあたり、普通株主の議決権への影響を考慮したためであります。

[普通株式を対価とする取得請求権]

第Ⅰ種種類株主は、下記の条件に従って、第Ⅰ種種類株式１株につき、当社に対して、当社の普通株式の

交付と引換えに第Ⅰ種種類株式を取得することを請求することができる。

（１）取得を請求することができる期間

平成20年４月１日から平成31年10月28日までとする。

（２）取得条件

(イ) 当初取得価額

当初取得価額は、3,445円とする。

(ロ) 取得価額の調整

① 第Ⅰ種種類株式発行後、下記の各号のいずれかに該当する場合には、それぞれの適用時期の定

めに従って、取得価額を以下のとおり調整する。取得価額の計算については、円位未満小数第

２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

a. 調整前取得価額を下回る払込金額をもって普通株式を発行または当社が保有する普通株式を

処分する場合（ただし、無償割当ての場合、当社の普通株式の交付と引換えに取得される株

式の取得による場合及び当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債

に付されたものを含む。以下本①において同じ。）の行使による場合を除く。）、次の算式（以

下「取得価額調整式」という。）により取得価額を調整する。

調整後
取得価額

＝
調整前
取得価額

×

既発行
普通株式数

＋

新発行・処分
普通株式数

×
新発行・処分における
１株当たりの払込金額

調整前取得価額

既発行普通株式数 ＋ 新発行・処分普通株式数

調整後の取得価額は、払込期日（払込期間を定めた場合には当該払込期間の最終日。以下本

①において同じ。）の翌日以降、また、株主への割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準

日の翌日以降これを適用する。

b. 普通株式につき株式の分割をする場合、または、普通株主に対し普通株式を交付する株式無

償割当てをする場合、以下の算式により取得価額を調整する。なお、株式無償割当ての場合

には、下記の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償割当て前発行済普通株式数

（ただし、その時点で当社が保有する普通株式を除く。）」、「分割後発行済普通株式数」は「無

償割当て後発行済普通株式数（ただし、その時点で当社が保有する普通株式を除く。）」とそ

れぞれ読み替える。

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 ×
分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数

調整後の取得価額は、株式の分割については、当該株式の分割のための基準日の翌日以降適

用し、株式無償割当てについては、当該株式無償割当てのための基準日がある場合はその日

の翌日以降または基準日を定めずに株式の無償割当てをする場合はその効力を生ずる日以降

これを適用する。

c. 普通株式につき株式の併合をする場合、株式の併合の効力が生ずる日をもって次の算式によ

り、取得価額を調整する。

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 ×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数
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d. 調整前取得価額を下回る価額をもって、(x)当社の普通株式の交付と引換えに取得される株

式、新株予約権もしくはその他の証券または当社の普通株式の交付を請求できる株式、新株

予約権もしくはその他の証券、または(y)普通株式の交付と引換えに取得される新株予約権の

交付と引換えに当社に取得される株式、新株予約権もしくはその他の証券または当社に対し

て取得を請求できる株式、新株予約権もしくはその他の証券、(z)その他当社の普通株式が交

付される可能性のある一切の証券を発行または処分する場合（無償割当ての場合を含む。）、

かかる株式、新株予約権もしくはその他の証券の払込期日（新株予約権の場合は割当日。以

下本①において同じ。）に、無償割当ての場合にはその効力が生ずる日（無償割当てに係る基

準日を定めた場合は当該基準日。以下本①において同じ。）に、また、株主割当日がある場合

はその日に、発行または処分される株式、新株予約権もしくはその他の証券の全てが当初の

条件で取得または行使等され、普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式におい

て、「新発行・処分普通株式数」として当該交付されたものとみなす普通株式の数を、また、

「新発行・処分における１株当たりの払込金額」としてかかる価額を使用して計算される額

を、調整後取得価額とする。調整後取得価額は、当該株式、新株予約権またはその他の証券

の払込期日の翌日以降、無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また、株主

割当日がある場合にはその日の翌日以降これを適用する。

e. 行使することにより、調整前の取得価額を下回る価額をもって普通株式または普通株式の交

付と引換えに取得される株式もしくは当社に対して取得を請求できる株式の交付を受けるこ

とができる新株予約権を発行する場合（無償割当ての場合を含む。）、かかる新株予約権の割

当日に、無償割当ての場合にはその効力が生ずる日に、また株主割当日がある場合はその日

に、発行される新株予約権全てが当初の条件で行使等され普通株式が交付されたものとみな

し、取得価額調整式において「新発行・処分普通株式数」として当該交付されたものとみな

す普通株式の数を、また、「新発行・処分における１株当たりの払込金額」として新株予約権

の行使に際して出資される財産の１株当たりの価額を使用して計算される額を、調整後の取

得価額とする。調整後の取得価額は、かかる新株予約権の割当日の翌日以降、無償割当ての

場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその翌日以降、こ

れを適用する。

② 上記(ロ)①に掲げる場合のほか、次の各号のいずれかに該当する場合には、取得価額は当社の

取締役会が適当と判断する取得価額に変更される。

a. 合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転または

会社分割により取得価額の調整を必要とするとき。

b. その他当社普通株式の発行済株式の総数（ただし、当社が保有する普通株式の数を除く。）の

変更または変更の可能性が生じる事由の発生により取得価額の調整を必要とするとき。

③ 取得価額調整式により算出された調整後の取得価額と調整前の取得価額との差額が１円未満に

とどまる限り、取得価額の調整は行わない。

④ 取得価額調整式で使用する調整前取得価額は、調整後取得価額を適用する前日において有効な

取得価額とし、既発行普通株式数は、当社の発行済普通株式数から当社の保有する当社普通株

式数を控除した数とする。

⑤ 取得価額を調整すべき事由が２つ以上同時にまたは相接して発生する場合には、当社の取締役

会が適当と判断する方法により、取得価額を調整する。

(ハ) 取得価額の下限

上記(ロ)①a、dもしくはeまたは②aによる調整後の取得価額が1,700円（以下「第Ⅰ種種類株式下

限取得価額」という。）を下回る場合には、第Ⅰ種種類株式下限取得価額をもって取得価額とす

る。ただし、上記(ロ)①ｂもしくはcまたは(ロ)②bによる調整が行われた場合には、第Ⅰ種種類

株式下限取得価額について同様の調整を行うものとする。

(ニ) 取得と引換えに交付すべき普通株式数

第Ⅰ種種類株式の取得と引換えに交付すべき当社の普通株式数は、以下のとおりとする。

取得と引換えに交付すべき
普通株式数

＝

第Ⅰ種種類株主が取得の請求をした第Ⅰ種種類株式の
数×第Ⅰ種優先残余財産分配額

取得価額

交付すべき普通株式数の算出にあたって1株未満の端数が生じたときはこれを切り捨て、現金によ

る調整は行わない。

[第Ⅰ種種類株式の一斉取得]

当社は、取得を請求することができる期間中に取得請求のなかった第Ⅰ種種類株式につき、上記[普通株式

を対価とする取得請求権]（２）(ニ)の計算式により算出された数の当社の普通株式の交付と引換えに、平

成31年10月29日以降、当該第Ⅰ種種類株式の全部を取得することができる。この場合、上記[普通株式を対

価とする取得請求権]（２）(ニ)の計算式における「第Ⅰ種種類株主が取得の請求をした第Ⅰ種種類株式の

数」を「当社が取得する第Ⅰ種種類株式の数」と読み替えるものとする。ただし、交付すべき普通株式数

の算出にあたって１株未満の端数が生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

[会社法第322条第2項に規定する定款の定めの有無]

会社法第322条第2項に規定する定款の定めはありません。
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３．第Ⅱ種種類株式の内容は以下の通りであります。

[残余財産の分配]

当社は、残余財産（その種類を問わない。以下同じ。）を分配するときは、第Ⅱ種種類株主または第Ⅱ種登

録株式質権者に対し、普通株主または普通株式の登録株式質権者に先立ち、第Ⅱ種種類株式１株につき、

分配時までに発行された第Ⅱ種種類株式の払込金額の総額を、分配時における発行済第Ⅱ種種類株式の数

で除した金額（以下「第Ⅱ種優先残余財産分配額」という。）の金銭を支払う。第Ⅱ種種類株主または第Ⅱ

種登録株式質権者に対しては、上記のほか、残余財産の分配は行わない。

[議決権]

第Ⅱ種種類株主は、株主総会における議決権を有しない。

[議決権を有しないこととしている理由]

資本増強にあたり、普通株主の議決権への影響を考慮したためであります。

[普通株式を対価とする取得請求権]

第Ⅱ種種類株主は、下記の条件に従って、第Ⅱ種種類株式１株につき、当社に対して、当社の普通株式の

交付と引換えに第Ⅱ種種類株式を取得することを請求することができる。

（１）取得を請求することができる期間

平成21年10月29日から平成31年10月28日までとする。

（２）取得条件

(イ) 当初取得価額

当初取得価額は、1,250円とする。

(ロ) 取得価額の調整

① 第Ⅱ種種類株式発行後、下記の各号のいずれかに該当する場合（ただし、第Ⅱ種種類株式発行

と同時に下記の各号のいずれかに該当する場合を除く。）には、それぞれの適用時期の定めに従

って、取得価額を以下のとおり調整する。取得価額の計算については、円位未満小数第２位ま

で算出し、その小数第２位を四捨五入する。

a. 調整前取得価額を下回る払込金額をもって普通株式を発行または当社が保有する普通株式を

処分する場合（ただし、無償割当ての場合、当社の普通株式の交付と引換えに取得される株

式の取得による場合及び当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債

に付されたものを含む。以下本①において同じ。）の行使による場合を除く。）、次の算式（以

下「取得価額調整式」という。）により取得価額を調整する。

調整後
取得価額

＝
調整前
取得価額

×

既発行
普通株式数

＋

新発行・処分
普通株式数

×
新発行・処分における
１株当たりの払込金額

調整前取得価額

既発行普通株式数 ＋ 新発行・処分普通株式数

調整後の取得価額は、払込期日（払込期間を定めた場合には当該払込期間の最終日。以下本

①において同じ。）の翌日以降、また、株主への割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準

日の翌日以降これを適用する。

b. 普通株式につき株式の分割をする場合、または、普通株主に対し普通株式を交付する株式無

償割当てをする場合、以下の算式により取得価額を調整する。なお、株式無償割当ての場合

には、下記の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償割当て前発行済普通株式数

（ただし、その時点で当社が保有する普通株式を除く。）」、「分割後発行済普通株式数」は「無

償割当て後発行済普通株式数（ただし、その時点で当社が保有する普通株式を除く。）」とそ

れぞれ読み替える。

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 ×
分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数

調整後の取得価額は、株式の分割については、当該株式の分割のための基準日の翌日以降適

用し、株式無償割当てについては、当該株式無償割当てのための基準日がある場合はその日

の翌日以降または基準日を定めずに株式の無償割当てをする場合はその効力を生ずる日以降

これを適用する。

c. 普通株式につき株式の併合をする場合、株式の併合の効力が生ずる日をもって次の算式によ

り、取得価額を調整する。

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 ×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数
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d. 調整前取得価額を下回る価額をもって、(x)当社の普通株式の交付と引換えに取得される株

式、新株予約権もしくはその他の証券または当社の普通株式の交付を請求できる株式、新株

予約権もしくはその他の証券、または(y)普通株式の交付と引換えに取得される新株予約権の

交付と引換えに当社に取得される株式、新株予約権もしくはその他の証券または当社に対し

て取得を請求できる株式、新株予約権もしくはその他の証券、(z)その他当社の普通株式が交

付される可能性のある一切の証券を発行または処分する場合（無償割当ての場合を含む。）、

かかる株式、新株予約権もしくはその他の証券の払込期日（新株予約権の場合は割当日。以

下本①において同じ。）に、無償割当ての場合にはその効力が生ずる日（無償割当てに係る基

準日を定めた場合は当該基準日。以下本①において同じ。）に、また、株主割当日がある場合

はその日に、発行または処分される株式、新株予約権もしくはその他の証券の全てが当初の

条件で取得または行使等され、普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式におい

て、「新発行・処分普通株式数」として当該交付されたものとみなす普通株式の数を、また、

「新発行・処分における１株当たりの払込金額」としてかかる価額を使用して計算される額

を、調整後取得価額とする。調整後取得価額は、当該株式、新株予約権またはその他の証券

の払込期日の翌日以降、無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また、株主

割当日がある場合にはその日の翌日以降これを適用する。

e. 行使することにより、調整前の取得価額を下回る価額をもって普通株式または普通株式の交

付と引換えに取得される株式もしくは当社に対して取得を請求できる株式の交付を受けるこ

とができる新株予約権を発行する場合（無償割当ての場合を含む。）、かかる新株予約権の割

当日に、無償割当ての場合にはその効力が生ずる日に、また株主割当日がある場合はその日

に、発行される新株予約権全てが当初の条件で行使等され普通株式が交付されたものとみな

し、取得価額調整式において「新発行・処分普通株式数」として当該交付されたものとみな

す普通株式の数を、また、「新発行・処分における１株当たりの払込金額」として新株予約権

の行使に際して出資される財産の１株当たりの価額を使用して計算される額を、調整後の取

得価額とする。調整後の取得価額は、かかる新株予約権の割当日の翌日以降、無償割当ての

場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその翌日以降、こ

れを適用する。

② 上記(ロ)①に掲げる場合のほか、次の各号のいずれかに該当する場合には、取得価額は当社の

取締役会が適当と判断する取得価額に変更される。

a. 合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転または

会社分割により取得価額の調整を必要とするとき。

b. その他当社普通株式の発行済株式の総数（ただし、当社が保有する普通株式の数を除く。）の

変更または変更の可能性が生じる事由の発生により取得価額の調整を必要とするとき。

③ 取得価額調整式により算出された調整後の取得価額と調整前の取得価額との差額が１円未満に

とどまる限り、取得価額の調整は行わない。

④ 取得価額調整式で使用する調整前取得価額は、調整後取得価額を適用する前日において有効な

取得価額とし、既発行普通株式数は、当社の発行済普通株式数から当社の保有する当社普通株

式数を控除した数とする。

⑤ 取得価額を調整すべき事由が２つ以上同時にまたは相接して発生する場合には、当社の取締役

会が適当と判断する方法により、取得価額を調整する。

(ハ) 取得価額の修正

直近の事業年度に係る会社法第435条第２項に基づき作成される計算書類に記載される１株当たり

純資産額（以下「基準１株当たり純資産額」という。）が、当該計算書類を承認した取締役会決議

の時点において有効な取得価額と１円以上異なる場合には、当該決議の行われた日の翌日（以下

「第Ⅱ種種類株式取得価額修正日」という。）において、第Ⅱ種種類株式の取得価額は、基準１株

当たり純資産額と同額に修正されるものとする。ただし、直近の事業年度の末日から第Ⅱ種種類

株式取得価額修正日までの間に、上記（ロ）による取得価額の調整が行われた場合には、基準１

株当たり純資産額についても同様の調整を行うものとする。取得価額の計算については、円位未

満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

(ニ) 取得価額の上限及び下限

上記 (ハ)による修正後の取得価額が 1,250円（以下「第Ⅱ種種類株式上限取得価額」という。）

を上回る場合には、第Ⅱ種種類株式上限取得価額をもって取得価額とし、625円（以下「第Ⅱ種種

類株式下限取得価額」という。）を下回る場合には、第Ⅱ種種類株式下限取得価額をもって取得価

額とする。ただし、第Ⅱ種種類株式取得価額修正日までに、上記(ロ)による取得価額の調整が行

われた場合には、第Ⅱ種種類株式上限取得価額及び第Ⅱ種種類株式下限取得価額についても同様

の調整を行うものとする。
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(ホ) 取得と引換えに交付すべき普通株式数

第Ⅱ種種類株式の取得と引換えに交付すべき当社の普通株式数は、以下のとおりとする。

取得と引換えに交付すべき
普通株式数

＝

第Ⅱ種種類株主が取得の請求をした第Ⅱ種種類株式の
数×第Ⅱ種優先残余財産分配額

取得価額

交付すべき普通株式数の算出にあたって１株未満の端数が生じたときはこれを切り捨て、現金に

よる調整は行わない。

[金銭を対価とする取得]

当社は、第Ⅱ種種類株式については、平成26年10月29日以降、1,250円（ただし、第Ⅱ種種類株式につき株

式の分割または併合、第Ⅱ種種類株式の無償割当その他当該金額を調整する必要がある場合には、必要な

調整を行うものとする。）の交付と引換えに、その発行後に当社が取締役会の決議で別に定める日に、第Ⅱ

種種類株式の全部または一部を取得することができる。ただし、本項に基づき一部取得をするときは、按

分比例の方法による。

[第Ⅱ種種類株式の一斉取得]

当社は、取得を請求することができる期間中に取得請求のなかった第Ⅱ種種類株式につき、上記[普通株式

を対価とする取得請求権]（２）(ホ)の計算式により算出された数の当社の普通株式の交付と引換えに、平

成31年10月29日以降、当該第Ⅱ種種類株式の全部を取得することができる。この場合、上記[普通株式を対

価とする取得請求権]（２）(ホ)の計算式における「第Ⅱ種種類株主が取得の請求をした第Ⅱ種種類株式の

数」を「当社が取得する第Ⅱ種種類株式の数」と読み替えるものとする。ただし、交付すべき普通株式数

の算出にあたって１株未満の端数が生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

[会社法第322条第2項に規定する定款の定めの有無]

会社法第322条第2項に規定する定款の定めはありません。

４．第Ⅲ種種類株式の内容は以下の通りであります。

[残余財産の分配]

当社は、残余財産（その種類を問わない。以下同じ。）を分配するときは、第Ⅲ種種類株主または第Ⅲ種登

録株式質権者に対し、普通株主または普通株式の登録株式質権者に先立ち、第Ⅲ種種類株式１株につき、

分配時までに発行された第Ⅲ種種類株式の払込金額の総額を、分配時における発行済第Ⅲ種種類株式の数

で除した金額（以下「第Ⅲ種優先残余財産分配額」という。）の金銭を支払う。第Ⅲ種種類株主または第Ⅲ

種登録株式質権者に対しては、上記のほか、残余財産の分配は行わない。

[議決権]

第Ⅲ種種類株主は、株主総会における議決権を有しない。

[議決権を有しないこととしている理由]

資本増強にあたり、普通株主の議決権への影響を考慮したためであります。

[普通株式を対価とする取得請求権]

第Ⅲ種種類株主は、下記の条件に従って、第Ⅲ種種類株式１株につき、当社に対して、当社の普通株式の

交付と引換えに第Ⅲ種種類株式を取得することを請求することができる。

（１）取得を請求することができる期間

平成21年10月29日から平成31年10月28日までとする。

（２）取得条件

(イ) 当初取得価額

当初取得価額は、1,250円とする。

(ロ) 取得価額の調整

① 第Ⅲ種種類株式発行後、下記の各号のいずれかに該当する場合（ただし、第Ⅲ種種類株式発行

と同時に下記の各号のいずれかに該当する場合を除く。）には、それぞれの適用時期の定めに従

って、取得価額を以下のとおり調整する。取得価額の計算については、円位未満小数第２位ま

で算出し、その小数第２位を四捨五入する。

a. 調整前取得価額を下回る払込金額をもって普通株式を発行または当社が保有する普通株式を

処分する場合（ただし、無償割当ての場合、当社の普通株式の交付と引換えに取得される株

式の取得による場合及び当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債

に付されたものを含む。以下本①において同じ。）の行使による場合を除く。）、次の算式（以

下「取得価額調整式」という。）により取得価額を調整する。

調整後
取得価額

＝
調整前
取得価額

×

既発行
普通株式数

＋

新発行・処分
普通株式数

×
新発行・処分における
１株当たりの払込金額

調整前取得価額

既発行普通株式数 ＋ 新発行・処分普通株式数

調整後の取得価額は、払込期日（払込期間を定めた場合には当該払込期間の最終日。以下本

①において同じ。）の翌日以降、また、株主への割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準

日の翌日以降これを適用する。

決算短信 （宝印刷）  2015年08月07日 17時45分 9ページ （Tess 1.40(64) 20150116_01）



10

b. 普通株式につき株式の分割をする場合、または、普通株主に対し普通株式を交付する株式無

償割当てをする場合、以下の算式により取得価額を調整する。なお、株式無償割当ての場合

には、下記の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償割当て前発行済普通株式数

（ただし、その時点で当社が保有する普通株式を除く。）」、「分割後発行済普通株式数」は「無

償割当て後発行済普通株式数（ただし、その時点で当社が保有する普通株式を除く。）」とそ

れぞれ読み替える。

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 ×
分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数

調整後の取得価額は、株式の分割については、当該株式の分割のための基準日の翌日以降適

用し、株式無償割当てについては、当該株式無償割当てのための基準日がある場合はその日

の翌日以降または基準日を定めずに株式の無償割当てをする場合はその効力を生ずる日以降

これを適用する。

c. 普通株式につき株式の併合をする場合、株式の併合の効力が生ずる日をもって次の算式によ

り、取得価額を調整する。

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 ×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

d. 調整前取得価額を下回る価額をもって、(x)当社の普通株式の交付と引換えに取得される株

式、新株予約権もしくはその他の証券または当社の普通株式の交付を請求できる株式、新株

予約権もしくはその他の証券、または(y)普通株式の交付と引換えに取得される新株予約権の

交付と引換えに当社に取得される株式、新株予約権もしくはその他の証券または当社に対し

て取得を請求できる株式、新株予約権もしくはその他の証券、(z)その他当社の普通株式が交

付される可能性のある一切の証券を発行または処分する場合（無償割当ての場合を含む。）、

かかる株式、新株予約権もしくはその他の証券の払込期日（新株予約権の場合は割当日。以

下本①において同じ。）に、無償割当ての場合にはその効力が生ずる日（無償割当てに係る基

準日を定めた場合は当該基準日。以下本①において同じ。）に、また、株主割当日がある場合

はその日に、発行または処分される株式、新株予約権もしくはその他の証券の全てが当初の

条件で取得または行使等され、普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式におい

て、「新発行・処分普通株式数」として当該交付されたものとみなす普通株式の数を、また、

「新発行・処分における１株当たりの払込金額」としてかかる価額を使用して計算される額

を、調整後取得価額とする。調整後取得価額は、当該株式、新株予約権またはその他の証券

の払込期日の翌日以降、無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また、株主

割当日がある場合にはその日の翌日以降これを適用する。

e. 行使することにより、調整前の取得価額を下回る価額をもって普通株式または普通株式の交

付と引換えに取得される株式もしくは当社に対して取得を請求できる株式の交付を受けるこ

とができる新株予約権を発行する場合（無償割当ての場合を含む。）、かかる新株予約権の割

当日に、無償割当ての場合にはその効力が生ずる日に、また株主割当日がある場合はその日

に、発行される新株予約権全てが当初の条件で行使等され普通株式が交付されたものとみな

し、取得価額調整式において「新発行・処分普通株式数」として当該交付されたものとみな

す普通株式の数を、また、「新発行・処分における１株当たりの払込金額」として新株予約権

の行使に際して出資される財産の１株当たりの価額を使用して計算される額を、調整後の取

得価額とする。調整後の取得価額は、かかる新株予約権の割当日の翌日以降、無償割当ての

場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその翌日以降、こ

れを適用する。

② 上記(ロ)①に掲げる場合のほか、次の各号のいずれかに該当する場合には、取得価額は当社の

取締役会が適当と判断する取得価額に変更される。

a. 合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転または

会社分割により取得価額の調整を必要とするとき。

b. その他当社普通株式の発行済株式の総数（ただし、当社が保有する普通株式の数を除く。）の

変更または変更の可能性が生じる事由の発生により取得価額の調整を必要とするとき。

③ 取得価額調整式により算出された調整後の取得価額と調整前の取得価額との差額が１円未満に

とどまる限り、取得価額の調整は行わない。

④ 取得価額調整式で使用する調整前取得価額は、調整後取得価額を適用する前日において有効な

取得価額とし、既発行普通株式数は、当社の発行済普通株式数から当社の保有する当社普通株

式数を控除した数とする。

⑤ 取得価額を調整すべき事由が２つ以上同時にまたは相接して発生する場合には、当社の取締役

会が適当と判断する方法により、取得価額を調整する。
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(ハ) 取得価額の修正

直近の事業年度に係る会社法第435条第２項に基づき作成される計算書類に記載される１株当たり

純資産額が、当該計算書類を承認した取締役会決議の時点において有効な取得価額と１円以上異

なる場合には、当該決議の行われた日の翌日（以下「第Ⅲ種種類株式取得価額修正日」という。）

において、第Ⅲ種種類株式の取得価額は、基準１株当たり純資産額と同額に修正されるものとす

る。ただし、直近の事業年度の末日から第Ⅲ種種類株式取得価額修正日までの間に、上記（ロ）

による取得価額の調整が行われた場合には、基準１株当たり純資産額についても同様の調整を行

うものとする。取得価額の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を

四捨五入する。

(ニ) 取得価額の上限及び下限

上記(ハ)による修正後の取得価額が 1,250円（以下「第Ⅲ種種類株式上限取得価額」という。）を

上回る場合には、第Ⅲ種種類株式上限取得価額をもって取得価額とし、625円（以下「第Ⅲ種種類

株式下限取得価額」という。）を下回る場合には、第Ⅲ種種類株式下限取得価額をもって取得価額

とする。ただし、第Ⅲ種種類株式取得価額修正日までに、上記(ロ)による取得価額の調整が行わ

れた場合には、第Ⅲ種種類株式上限取得価額及び第Ⅲ種種類株式下限取得価額についても同様の

調整を行うものとする。

(ホ) 取得と引換えに交付すべき普通株式数

第Ⅲ種種類株式の取得と引換えに交付すべき当社の普通株式数は、以下のとおりとする。

取得と引換えに交付すべき
普通株式数

＝

第Ⅲ種種類株主が取得の請求をした第Ⅲ種種類株式の
数×第Ⅲ種優先残余財産分配額

取得価額

交付すべき普通株式数の算出にあたって1株未満の端数が生じたときはこれを切り捨て、現金によ

る調整は行わない。

[第Ⅲ種種類株式の一斉取得]

当社は、取得を請求することができる期間中に取得請求のなかった第Ⅲ種種類株式につき、上記[普通株式

を対価とする取得請求権]（２）(ホ)の計算式により算出された数の当社の普通株式の交付と引換えに、平

成31年10月29日以降、当該第Ⅲ種種類株式の全部を取得することができる。この場合、上記[普通株式を対

価とする取得請求権]（２）(ホ)の計算式における「第Ⅲ種種類株主が取得の請求をした第Ⅲ種種類株式の

数」を「当社が取得する第Ⅲ種種類株式の数」と読み替えるものとする。ただし、交付すべき普通株式数

の算出にあたって１株未満の端数が生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

[会社法第322条第2項に規定する定款の定めの有無]

会社法第322条第2項に規定する定款の定めはありません。

５．株式の併合または分割、募集株式の割当てを受ける権利等の内容は以下の通りであります。

（１）当社は、株式の分割または併合をするときは、普通株式及び各種類の種類株式を同時に、同一の割

合で行うものとする。

（２）当社は、株主に募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えるときは、各々の場合

に応じて、普通株主には普通株式または普通株式を目的とする新株予約権の割当てを受ける権利を、

各種類の種類株主には当該種類の種類株式または当該種類の種類株式を目的とする新株予約権の割

当てを受ける権利を、それぞれ同時に、同一割合で与えるものとする。

（３）当社は、株式無償割当てまたは新株予約権無償割当てをするときは、各々の場合に応じて、普通株

式及び各種類の種類株式に対して同時に、同一の割合（かつ、新株予約権無償割当ての場合には同

一条件）で割当てるものとし、それぞれ、普通株式に対しては普通株式または普通株式を目的とす

る新株予約権の新株予約権無償割当てを、各種類の種類株式に対しては当該種類の種類株式または

当該種類の種類株式を目的とする新株予約権の新株予約権無償割当てするものとする。

６．各種類の種類株式の残余財産の支払順位は、第Ⅰ種種類株式は第Ⅱ種種類株式及び第Ⅲ種種類株式に優先

し、第Ⅱ種種類株式及び第Ⅲ種種類株式は同順位とする。

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成27年４月1日～
平成27年６月30日

－ 73,824,906 － 32,000 － 30,000

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式

第Ⅰ種種類株式 4,077,528

第Ⅱ種種類株式 33,448,582

第Ⅲ種種類株式 3,883,500

―

―

―

（注）

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 32,414,200 324,142
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

単元未満株式 普通株式 1,096 ― ―

発行済株式総数 73,824,906 ― ―

総株主の議決権 ― 324,142 ―

(注) 第Ⅰ種種類株式、第Ⅱ種種類株式及び第Ⅲ種種類株式の詳細については、「第３ 提出会社の状況 １ 株式等の状

況 （１）株式の総数等 ②発行済株式」に記載のとおりであります。

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 32,852 34,432

受取手形 7 3

割賦債権 169,209 157,359

リース債権及びリース投資資産 852,072 817,533

営業貸付金 342,467 341,295

その他の営業貸付債権 33,423 30,041

賃貸料等未収入金 2,894 3,143

その他の営業資産 27,965 24,545

商品 7,252 10,951

その他 34,405 35,503

貸倒引当金 △9,562 △8,832

流動資産合計 1,492,988 1,445,979

固定資産

有形固定資産

賃貸資産

賃貸資産 62,215 70,193

賃貸資産処分損引当金 △16 △16

賃貸資産前渡金 800 987

賃貸資産合計 62,999 71,164

社用資産 1,618 1,530

有形固定資産合計 64,617 72,695

無形固定資産

賃貸資産

賃貸資産 376 438

賃貸資産処分損引当金 △0 △0

賃貸資産合計 375 437

その他の無形固定資産

のれん 669 625

ソフトウエア 2,992 3,493

その他 1,022 461

その他の無形固定資産合計 4,684 4,580

無形固定資産合計 5,060 5,018

投資その他の資産

投資有価証券 21,927 23,016

破産更生債権等 1,692 1,564

その他 7,688 7,816

貸倒引当金 △1,492 △1,377

投資その他の資産合計 29,816 31,019

固定資産合計 99,495 108,734

資産合計 1,592,483 1,554,713
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 42,066 24,439

短期借入金 173,766 169,575

1年内返済予定の長期借入金 129,939 114,505

コマーシャル・ペーパー 336,870 341,870

債権流動化に伴う支払債務 27,409 27,743

リース債務 5,918 4,214

未払法人税等 6,379 1,030

割賦未実現利益 16,307 15,338

賞与引当金 1,373 659

役員賞与引当金 ― 0

資産除去債務 965 1,049

その他 31,855 36,182

流動負債合計 772,853 736,609

固定負債

社債 20,000 20,000

長期借入金 540,554 541,271

債権流動化に伴う長期支払債務 42,579 41,765

退職給付に係る負債 4,574 4,581

預り保証金 21,770 22,072

資産除去債務 237 248

その他 1,305 1,681

固定負債合計 631,022 631,619

負債合計 1,403,875 1,368,228

純資産の部

株主資本

資本金 32,000 32,000

資本剰余金 66,264 66,264

利益剰余金 84,452 81,405

株主資本合計 182,717 179,670

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,966 4,313

繰延ヘッジ損益 △342 △300

為替換算調整勘定 849 728

退職給付に係る調整累計額 △513 △494

その他の包括利益累計額合計 3,959 4,246

非支配株主持分 1,931 2,567

純資産合計 188,607 186,484

負債純資産合計 1,592,483 1,554,713

決算短信 （宝印刷）  2015年08月07日 17時45分 15ページ （Tess 1.40(64) 20150116_01）



16

(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高 94,699 100,149

売上原価 84,113 87,049

売上総利益 10,585 13,099

販売費及び一般管理費 1,986 5,144

営業利益 8,599 7,954

営業外収益

受取利息 1 0

受取配当金 141 135

持分法による投資利益 15 537

その他 42 15

営業外収益合計 199 688

営業外費用

支払利息 61 66

為替差損 14 751

その他 2 0

営業外費用合計 77 817

経常利益 8,720 7,825

特別利益

固定資産売却益 8 5

投資有価証券売却益 ― 136

投資有価証券償還益 999 ―

関係会社株式売却益 ― 414

特別利益合計 1,008 556

特別損失

固定資産除売却損 2 1

投資有価証券売却損 10 ―

関係会社株式売却損 ― 35

特別損失合計 12 36

税金等調整前四半期純利益 9,716 8,345

法人税等 2,463 3,364

四半期純利益 7,253 4,980

非支配株主に帰属する四半期純利益 48 54

親会社株主に帰属する四半期純利益 7,205 4,926
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

四半期純利益 7,253 4,980

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 256 357

繰延ヘッジ損益 123 42

為替換算調整勘定 421 △194

退職給付に係る調整額 18 19

持分法適用会社に対する持分相当額 △13 71

その他の包括利益合計 807 297

四半期包括利益 8,060 5,277

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 8,010 5,213

非支配株主に係る四半期包括利益 50 63
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

　該当事項はありません。

(会計方針の変更等)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等

を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を

資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更いたし

ました。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定によ

る取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変

更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行って

おります。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連

結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び

事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用しております。

なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。

　

(四半期連結貸借対照表関係)

偶発債務

金融機関からの借入債務等に対する保証

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

ICE GAS LNG Shipping Co., Ltd. 2,173百万円 Mitsui Rail Capital,LLC 10,003百万円

㈱エナジーバンクマネジメント 92百万円 ICE GAS LNG Shipping Co., Ltd. 2,137百万円

その他 17百万円 ㈱エナジーバンクマネジメント 90百万円

みちのくリース株式会社 16百万円

その他 16百万円

　 合計 2,282百万円 　 合計 12,263百万円
　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次のとお

りであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

減価償却費 3,181百万円 4,975百万円

のれんの償却額 20百万円 43百万円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日
定時株主総会

普通株式 6,288 194.00 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

平成26年６月26日
定時株主総会

第Ⅰ種
種類株式

791 194.00 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

平成26年６月26日
定時株主総会

第Ⅱ種
種類株式

6,489 194.00 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

平成26年６月26日
定時株主総会

第Ⅲ種
種類株式

753 194.00 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日
定時株主総会

普通株式 3,500 108.00 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

平成27年６月25日
定時株主総会

第Ⅰ種
種類株式

440 108.00 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

平成27年６月25日
定時株主総会

第Ⅱ種
種類株式

3,612 108.00 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

平成27年６月25日
定時株主総会

第Ⅲ種
種類株式

419 108.00 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四 半 期 連
結 損 益 計
算 書 計 上

額
（注３）

リース 割 賦
フ ァ イ ナ

ンス
計

売上高

外部顧客に対する売上高 79,087 10,397 2,795 92,280 2,419 94,699 ― 94,699

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― 7 7 △7 ―

計 79,087 10,397 2,795 92,280 2,427 94,707 △7 94,699

セグメント利益 5,907 565 3,624 10,097 683 10,781 △2,181 8,599

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、売買取引、手数料取引及び保険代

理店業務等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額は、販売費及び一般管理費のうち報告セグメントに帰属しない親会社の管理部門

(総務、人事、経理等)に係る全社費用であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四 半 期 連
結 損 益 計
算 書 計 上

額
（注３）

リース 割 賦
フ ァ イ ナ

ンス
計

売上高

外部顧客に対する売上高 83,240 10,939 3,259 97,439 2,709 100,149 ― 100,149

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― 7 7 △7 ―

計 83,240 10,939 3,259 97,439 2,716 100,156 △7 100,149

セグメント利益 6,440 401 1,937 8,778 1,368 10,147 △2,193 7,954

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、売買取引、手数料取引及び保険代

理店業務等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額は、販売費及び一般管理費のうち報告セグメントに帰属しない親会社の管理部門

(総務、人事、経理等)に係る全社費用であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額(円) 97.60 66.73

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 7,205 4,926

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
金額(百万円)

7,205 4,926

普通株式の期中平均株式数(千株) 73,824 73,824

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額(円) 93.56 63.97

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(千株) 3,184 3,184

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　

　

決算短信 （宝印刷）  2015年08月07日 17時45分 23ページ （Tess 1.40(64) 20150116_01）



24

独立監査人の四半期レビュー報告書

平成27年８月10日

Ｊ Ａ 三 井 リ ー ス 株 式 会 社

取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 吉 田 波 也 人 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 井 上 雅 彦 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 青 木 裕 晃 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＪＡ三井リース

株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日

から平成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＪＡ三井リース株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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